
【目的】
　○算定基準等に沿った適正な制度運用の確認
・制度改善を契機とし、算定基準や手引きに沿った運用がなされているかを確認し、市町村間での取り扱いの統一化を図る。
○現場における相談対応等の実情の把握
・相談記録等の確認により、住民ニーズや相談対応の実情を把握し、制度の点検、評価（ＰＤＣＡ）による適正な運用を図る。
○公金の適正な執行管理への対応
・歳出経費全般に関する支出状況やチェック体制の確認により、公金の使途について適正な執行管理を図る。
【時期及び調査対象】
　○毎年度、７月～８月
　○前年度の相談件数等の実績、当該年度の事業状況など
・毎年度６月３０日までに提出していただく基礎数値等の報告をベースに実地調査を実施する。
（内示時期：１０月）
【体制】
　○市町村での実地
・大阪府の担当職員が２名程度で実施する。
・原則、市町村の交付金担当課等による対応。
【内容】
	区分
	項目
	確認事項
	確認書類等

	基本割
	常設相談窓口
	週あたり
開設延べ時間数
	広報紙

	相談件数割
※前年度実績
※当該年度状況
	相談
	件数、内容
	相談記録、
ケース検討会議記録
　　　　　　　など

	
	アウトリーチ
	事案数、内容
	

	
	ケース検討会議
	開催回数、内容
	

	
	フォローアップ
	回数、内容
	

	
	寄り添い相談
	回数、内容
	

	
	自宅等への出張相談
	回数、内容
	

	創意工夫割
※前年度取組み
※当該年度取組み
	各取組み
	内容
	各メニューに応じた必要な書類

	その他
	歳出経費全般
	経費の使途
	委託契約、
雇用契約　など


※確認事項の詳細については、チェックリスト参照。
【根拠】
　○総合相談事業交付金交付要綱
　　「知事は、基礎数値等報告書を受理したときは、その内容を審査し、必要に応じて各市町村の前年度の相談実績や当該年度の取組み状況等を確認するための調査を行い、交付金を交付することが適当と認める場合は、交付金額の内示を行うものとする。」
総合相談事業交付金の実地調査について
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